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１．目的  

道路橋示方書（H29.7）の改定では，「部分係数設計法」を採用することで，多様な設計が可能となったが，

新設橋梁を対象としており，既設橋を含めた耐久性能照査は適用外とされている．一方，供用年数が 50 年を

超える橋梁が増加する中，橋の機能低下，部材の劣化・損傷に伴う性能低下に対しては，旧道路橋示方書（H24.3）

や設計マニュアルなどに基づいて，補修・補強設計が行われている．また補修・補強設計の対象橋梁の選定は，

定期点検結果と各自治体が策定した長寿命化修繕計画により実施されているものの，機能・性能低下の評価見

や補修済箇所の再劣化発生などに伴い，順序や対策内容の見直し，さらには遅延が生じており，橋梁管理者に

とっては課題となっている．本論では，現状の課題や対応方針について整理し，既設橋梁における維持管理の

あり方ならびに方策について，レジリエンスエンジニアリングの観点から考察する． 

２．我が国の橋梁と管理者の状況  

 全国には，約 73 万橋の橋梁があり（図-1），約半数の 32 万橋が，溝橋（土被り厚 1m 未満のボックスカルバ

ート），ＲＣ床版橋，Ｈ形鋼橋などの橋長/支間長 2m～10m 程度の小規模橋梁である．また，Ｈ30 年道路種別

別橋梁数データによれば，全橋梁の約 65%は市町村が管理する橋梁であり，推定でも約 23 万橋（市町村管理

橋梁の 2橋に 1橋）が小規模橋梁に該当するため，少子高齢化，コロナ禍の社会条件の下では，橋梁維持管理

費確保が厳しい状況にあり，対策工事のさらなる遅延により事故発生が懸念されている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．100 年経過した橋梁の延命化の課題 

（１）健全度評価と対策上の課題 

ここでは事例として，表-１及び図-２に示す橋梁を考える．この単純ＲＣＴ桁橋は，国道に架かる河川橋

（L=10m，W=8.3m，400 貫/坪荷重≒450kg/m2）として 1918 年に架設された．その後，国道新設に伴い，現在は

市道として管理されている．運送会社が近傍にあり，本橋以外に大型車通行可能な迂回路は無く，Ａ２橋台背

面の交差点では一時停止の際，大型車後軸が支間中央に載荷される状況となっている．損傷は，Ｔ桁下面にひ

びわれ，外桁下面は雨水の影響によるはく離・鉄筋露出が確認されたが，鉄筋自体の腐食減耗は無く，橋梁健

全度評価は“判定Ⅲ”であった．既設上部工の大型車荷重（T-20）載荷条件での耐力照査結果では，許容値超

過を確認したことから“要補強”と判定したが，本橋での対策方針は長寿命化修繕計画での条件から，段階的

な対策手順が採用され，『STEP①：補修対策， STEP②：補強対策，STEP③：新設橋架替え』と計画した． 

 キーワード 既設橋，管理シナリオ，レジリエンスエンジニアリング, セーフティⅡ 
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図-2 単純 RCT 桁橋の構造及び載荷状況 

図-1 建設後 50 年を超える橋梁の推移 

表-1 単純 RCT 桁橋の調査/照査結果 

調査/照査結果

14Ｎ/mm2

70mm＞純かぶり

20mm

400貫/坪荷重≒450kg/m2

T-20（輪荷重）

復元設計 111N/mm2＜120N/mm2(OK)

T-20照査 177N/mm2＞120N/mm2(OUT)
曲げ応力度

設計条件

コンクリート圧縮強度

中性化深さ

鉄筋の純かぶり

設計当時の活荷重(推定)

照査で用いた大型車荷重
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（２）“機能，性能，安全”の確保を行う上での課題 

道路法では『道路管理者は，道路を常時良好な状態を保つよう維持し，修繕し，一般交通に支障を及ばさな

いよう努めなければならない』と定められており，橋梁の寿命は概ね 50 年（減価償却資産の耐用年数などに

関する大蔵省令（昭和 43 年））として論じられてきた．しかし，103 年経過した本橋では，運送会社が存続し, 

大型車の代替路線が確保されるまでは，現橋の“機能，性能，安全”の確保は必須である．このため補修・補

強費用，架替え費用は，長寿命化修繕計画に最新データとして更新されるが，本橋以外にも想定外の対応，再

劣化等を理由とする費用増が発生する傾向にあり，長寿命化修繕計画のスムーズな運営の障害となっている．

さらに組織や個人の“無意識のバイアス”が優先度・対策に影響を及ぼすことが想定され，課題である． 

４．レジリエンスエンジニアリングに基づく維持管理方針への移行 

既設橋の維持管理は，道路橋示方書などの同一基準で“機能，性能，安全”を確保する方針に基づいており,

レジリエンスエンジニアリングでは，従来の安全確保に基づいた“Safety-Ⅰ”（表-2）に相当する．しかし，

想定外の再劣化･費用増･順序見直し等が,従来の安全確保の障害となり，対策遅延に繋がっていると考える． 

ここでは，レジリエンスエンジニアリングの“Safety-Ⅱ”（表-2）に基づいた橋梁ごとの“管理シナリオ”

の作成を提案する．ここで示す“管理シナリオ”とは，“機能，性能，安全”を確保のため，これまで通り補

修・補強設計は実施するが，固有条件に応じて対策の優先度（早期，先送り，経過観察）を整理し，管理する

手法である．この管理方針により，補修・補強工事費用を個々で適正に見直し，対象橋梁全体での予算再配分

が可能になり，総額での増加を抑え，管理対象橋梁全体での“機能，性能，安全”を継続的に確保できる． 

具体的には，塩害対策はかぶり厚さ・塩分浸透・鋼材発錆の関係は“Safety-Ⅰ”より判定する．しかし，

稀に鋼材発錆限界以上の塩化物イオン含有量がある場合でも，鋼材腐食が無い状態（厳密には不動耐皮膜破壊，

微細孔食はある）が確認される場合がある．また，『塩害橋梁維持管理マニュアル（案）H20.4 橋梁塩害対策検

討委員会/北陸地方整備局』では，“供用開始 30 年”，“鋼材腐食の有無”を補修方針の指標として整理されて

いる．このような“損傷の実態に基づく管理”は，許容値を超過しても耐久性や一定限度の安全性が確保でき

る“Safety-Ⅱ”の思想に基づいており，補修費用低減や合理的な管理に有効である．さらに，“供用開始 30

年”の設定など，不具合が確認されれば，見直しを行うことでレジリエントな対応も可能となる． 

ただし，“Safety-Ⅱ”の思想は，設計許容値や対策の先送りを安易に緩和するものではなく，現況での性能，

耐荷力を可能な限り正確に把握する必要があるため，取り扱いには十分な注意が必要である．  

  

 

 

 

 

 

５．まとめ  

維持管理は損傷や耐力不足を遅滞なく補修・補強するのが理想かつ目標である.しかし，管理者（市町村）

の予算・人材の不足を理由に対応に遅延が生じている．今後は，『予算・人材不足により遅延』⇒『課題と理

由の明確化，優先・重要度に基づいた合理的対応』への移行が必要であり，架橋条件などによっては『未対策，

使い切り，架替え，廃止』といった“新たな管理シナリオ”に基づいて補修・補強対策を実施し，既存の地域

インフラ強靭化（地域レジリエンス向上）を目指し，橋梁の維持管理方針の共有化を図ることが大切である． 
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Safety‐Ⅰの要点：
うまくいかないことを

最⼩化する

【レジリエンス】
Safety‐Ⅱの要点：

うまくいくことを
最⼤化する

図-3 Safety-Ⅰと Safety-Ⅱとの関係 

表-2  Safety-Ⅰと Safety-Ⅱの安全概念(案) 

概　念 ”管理”に基づく安全 概　念 ”創造”に基づく安全

悪い結果が少ない状態 事故が無い状態 良い結果が多い状態 事故が無い状態

すべてが想定されたとお
りに働き，人々が手順書
に従うこと

完璧に安全な行為系列の
確率，遵守，管理する対
応

物事がうまくいくことを
確実にすること

想定外により不完全な行
為系列や効率要求により
実行不可能な行為系列へ
創造的対応

失敗事例に学ぶ 失敗事例に学ぶ 成功事例に学ぶ 失敗事例,成功事例に学ぶ

行為系列の欠落および確率 行為系列の欠落および確率 物事がうまくいくこと 創造的対応

Safety-Ⅰ Safety-Ⅱ
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